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I. IT'APBオピニオン』第18号の役割
1971年 3月， AICPA会計原則審議会 (APB)はu'APBオピニオン』
(1) 
第18号「普通株投資に関する持分法会計J.(The Equity Method of Ac-
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( 現 金 )50，000 
( S社投資) 8，000 
( S杜投資利益) 8，000 





















































































仁1， 完全消去し， 多数株主持分に負担させるか， 多数株主持分と少数株主持
分とに比例配分する。 ダウン・ストリームの場合， 全額が親会社株主の利益
(連結純利益)から控除され子会社利益に対する少数株主持分は影響-されるこ













































52 経 営 と 経 済
額(5，000ドル)が消去され多数株主持分へ負担せしめられる。しかるに解
釈書」に準拠した持分法の場合，利益消去額は 3，000ドル(5，000ドルX60%)











































いま， F. A ・ビームス (Beams)に依って，具体的に検討しよう。
19X8年 1月1日， P杜がF会社の普通株の40ノf一セントを80，000ドルで取得し，その





19X8年 1月 1日 :F社議決権株の40%取得
F会社投資 80，000 現 金 80，000
19X8年 7月1日:配当受取時(15，000ドルX40%)
現 金 6，000 F会社投資 6，000 
19X8年12月31日:F会社利益の計上時 (25，000ドルX40%)
F会社投資 10，000 F会社投資利益 10，000 
19X8年12月31日:建物勘定へ配分された投資差額の償却 (8，000ドル/10年)
F会社投資利益 800 F会社投資 800 
19X8年12月31日:のれんへ配分された投資差制の償却
54 経営と経消





































そこで，いまハリードニイムディエック=スミス (Haried，A. A.，lmdieke， 
(2]) 
L. F. and Smith， R. E.)の掲げる算例に依って具体的算例をもって示そう。
I会社は T会社の普通株の40パーセントを所有し，その投資を持分法をもって処理す
る。 1980年12月31日をもって終る年!支について， 1会社のT会社投資によって認識され
た利益を|添いた会計上の税引前利益は 8，000，000ドルであった O 当年度， T会社は純利





T会社純利益の計上時 (1，000，000XO. 40=400 ，000) 
T会社投資 400，000 
投 資 利 益 400，000 
T会社からの配当の受取時 (200，OOOXO .40=80 ，000) 
君t 金 80，000 
T会社投資 80，000 
I会社の所得税費用，支払所得税，繰延所得税はつぎのように処理される。






56 位'五?と 帝王 i丙
受取配当控除の;""~Mi分 340，000 
所得税対象額 60，000 
所得税白用 (60，000XO， 60) 36，000 
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